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廃校活用における用途の数とその運営の実態
―複数の主体が関与する事例に着目して―

冨　吉　　　陸

1．はじめに

1-1．研究の背景と目的
近年、廃校となる学校施設が増加している。今後も

さらなる人口減少・少子化、特定の地域への人口集中

などを契機として廃校はさらに深刻な課題になるといえ

る。「学校」としての機能を失った廃校は、放置されて

いるだけで維持管理費が莫大にかかり、解体・除去を

選択するにも多額の費用がかかる。一方で廃校は学校

機能を失った後でも避難所の機能を有していることや地

域の中心的存在であった側面などもあり可能な限りは活

用されることが望ましいといえる。

近年では様々な廃校の活用がなされており、用途を

複合するケースも散見されるようになった。その背景に

は、延べ床面積が大きい廃校の存在が影響していると

考えられ、今後さらに増加することが見込まれる中・大

規模な廃校についてはそのような活用が進められていく

と予想する。しかし、展開できる用途は廃校を活用す

る事業者の能力に大きく依存するところであり、その属

性によっては利活用の際の用途選択の幅が限られるこ

とがある。そのような中、複数の運営主体が一つの廃

校を共同で運営する事例が見られる。複数の主体が関

与することで互いのノウハウを共有することができ、廃

校活用の選択の幅を広げることができる可能性がある。

しかし、単独の主体が担い手となる場合と比較すると

責任の所在や担当する範囲などのマネジメント体制につ

いて注意する必要があり、その点については考察の余

地があるといえる。そこで本研究では全国の廃校活用

事例を基に廃校施設にまつわる各種情報と設定されて

いる用途数の比較から、用途の複合化の背景を明らか

にする。そして、用途の複合化が期待できるマネジメン

ト体制の一つとして複数主体による廃校活用事例に着

目し、その運営体制の違いによる特徴を明らかにする

ことを目的とする。

1-2．既往研究
廃校に関連する既往研究には、大きく分けて次の三

つに大別することができる。一つ目は、廃校の発生要

因について着目したものである。野澤ら1）の東海地方４

県における平成全期間の廃校発生状況を考察した研究

では、学校に直接関係する要因の他に、林野面積割合

などの中山間地域の立地に関する要因、市町村合併・

財政的な体力などの要因も廃校発生へ影響することが

明らかとされた。二つ目は、廃校発生から活用に至るま

でのプロセスに着目したものである。波出石ら 2）の研究

では、地域再生のための廃校活用として自治体が積極

的に企業誘致を行なっている養父市の取り組みに着目

し、廃校活用実現の成功要因について考察を行なって

いる。成功要因としては、①自治体のマンパワー、②

関係機関との連携、③進出企業のニーズ等にマッチし

た施設特性、④低額貸与などが挙げられた一方で、①

転用前の老朽化した廃校施設への市の負担、②広すぎ

る廃校の校舎一体の活用の困難さが今後の廃校活用に

係る課題として挙げられた。三つ目は、廃校の活用実

態に着目したものである。校舎部分の利活用における

用途と室面積の着目から用途と室面積の相互関係、及

び改修方法の特性を分析した山岡ら 3）の研究では、廃

校施設の高い汎用性が指摘された。一方で延べ床が大

きい廃校の活用は大きな課題であるとし複合化が一つ

の方策と述べその実現に向けたプロセスや実施主体の

あり方については今後の課題とされている。このように

廃校関連の既往研究にまつわる様々な視点からの研究

がなされており、大規模な廃校の活用や複合化ついて

の必要性は言及されるものの、その実現主体やマネジメ

ント体制についての研究はあまり見られない。
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数主体が関与するマネジメント体制ごとの特徴を比較分

析することで、今後の廃校活用に向けた複数主体の運

営体制やその実現に向けた考察を行う。

1-4．用語の定義
•用途数

用途数のカウント方法は、類似する用途で一括りと

するのではなく１事業ごとにカウントを行った。なお、

「体験・イベント」は大分類としてはカウントしている

が、教室を占有していない場合は用途数にカウントし

ていない。

• 廃校の所有者・賃借者・運営者

表 3 　所有者・賃借者・運営者の定義

所
有
者

廃校施設の所有権をもつ主体のこと。所有権を移転
していない場合は行政が所有者となり、譲渡等によっ
て所有権を移転している場合はそれを受けた事業者
が所有者となる。

賃
借
者

廃校施設の貸与を受け不動産自体の借り手となって
いる主体のこと。

運
営
者

実際の廃校施設の運営権をもつ主体のこと。行政が
所有者で指定管理やその他官民連携制度を導入して
いる場合は、それを受けた事業者が運営者となる。
その他にも施設を貸与または譲渡された事業者が施
設運営を外部に委託している場合は、それを受けた
事業者が運営者となる。

2．取得したデータの各情報整理

 取得したデータの各種情報から活用されている廃校

の実態を明らかする。用途数の傾向からは大多数で１

つから２つの用途を用いる傾向が主流であり、７つ以

上になると急激に事例数が少なくなる傾向が見られた。

躯体状況からは、規模による使いやすさへの影響が示

唆された。特に多く活用されている規模は 1000㎡付近

から2000㎡付近の比較的小規模なものであり、極端に

面積が小さいまたは大きいものは数が少ない傾向となっ

た。またそれら極端な面積の事例は、活用に至るまで

の期間を他よりも多く要する可能性が示唆され（図 1）、

規模による活用の困難さを指摘することができる。

1-3．研究の方法
1-3-1．研究対象の選定

①対象とする全国廃校活用データ

本研究では全国規模の廃校活用データとして、一

般財団法人都市農山漁村交流活性化機構が公開して

いる廃校活用事例 708 事例（2023 年 11月21日時点

で紹介のある事例）から2023 年 12月26日時点で運

営が継続されている公立小・中学校の校舎一体を活

用した 633 事例を対象として扱う。不足する情報につ

いては各種文献等を参考に補足した。

表 1　廃校活用データの各項目

項
目

施設名、施設の所有者・賃借者・運営者、契約内容
（貸与/ 譲渡、活用した官民連携制度の手法）、活
用用途、用途数、所在地、所在する自治体情報（自
治体名、人口、自治体面積、財政力指数）、人口集
中地区、用途地域の指定状況、校舎情報（延べ床
面積、階数、廃校年、活用開始年、構造）

②ヒアリング対象調査

633 事例で見られるマネジメント体制のうち複数の

関与が見られる異なる５つを対象として現地またはオ

ンラインによるヒアリング調査が可能であった4 つを

対象とした。対象地については以下に示す。

表 2　ヒアリング対象地
対象事例 所在 関与する主体

いくのコーライブズ
パーク

大阪府
生野区 民間企業とNPO 法人

なごのキャンパス 愛知県
名古屋市

民間 3 社とプログラム組
織、商工会

霧の里 神奈川県
横浜市

社会福祉法人、NPO 法
人 2 社、地域組織

佐賀古湯キャンプ 佐賀県
佐賀市 民間 3 社

1-3-2．研究の方法

①全国の廃校活用データの整理・分析

得られた 633 事例に関して、3 章では以下の項目ごと

に活用されている廃校の傾向を分析する。それを踏ま

え、4 章では用途数と各項目の比較から複合化の傾向と

その実態を分析する。

②個別ヒアリング

5 章では個別ヒアリングから得られた情報をもとに複
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今回のデータで見られたマネジメント体制の分類を表

4 に示す。5.の個別ヒアリング対象地はこの分類に基づ

き選定した。

一方で活用開始年と延べ床面積の分布からは、年代

が進むにつれ、延べ床面積の大きい廃校も徐々に活用

に至っていることが明らかとなった（図 2）。

図 1　面積規模ごとの活用に要した時間の分布 *
（ *1.00 に近づくにつれ活用までに時間を要していたことを示す。）

図 2　活用開始年と延べ床面積の傾向

表 4　マネジメント体制のタイプ分け
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一方で用途数と活用までに要した時間の傾向では、

展開する用途が多い場合に期間を長く要していることが

読み取れた（図 4）。この背景には、多用途を展開する

だけの十分な能力を持った担い手が限定的であること

が挙げられ、廃校発生から活用者が見つかるまでに時

間を要したことが示唆される。

3．用途数と各条件の分析

延床面積と用途数の関係では、規模の増大に伴って

用途数も増加する分布が見られた（図 3）。このことか

ら、活用が困難な大規模な廃校への用途複合化の有効

性が指摘できる。

図 3　延べ床面積と用途数の関係

図 4　用途数ごとの活用に要した時間の分布 *
（ *1.00 に近づくにつれ活用までに時間を要していたことを示す。）
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る点が挙げられる。特に Aの場合は、事業計画時から

協力体制を築くことで、施設開設後も綿密な連携が期

待できる。一方注意点としては、意見の相違であり日

常的な対話の機会を設ける意識が重要である。C は複

数の主体が個別に施設の運営を担うケースであり、そ

れぞれが与えられた範囲で事業を行うことから質の高

いサービスの複合が可能となる一方、主体関連携は発

生しにくい点は注意が必要である。D は事業構想から

会社の立ち上げまでに複数主体が関与する場合である。

活用開始時やその以前からのノウハウの伝授により、運

営者の能力の向上が期待できる。しかし他のケースと

比較すると単独による運営であるため、負担は他と比較

して大きい。

4．複数主体の関与が見られるマネジメント体制
とその運営について

複数主体の関与が見られる４つの体制ごとの特徴と

強み、注意点を表 5 に示す。まず全体の特徴として複

数主体の関与により用途数の増加が期待できることが

明らかとなった。Aの場合は１事業者あたりの費用や事

業負担を低減できるメリットがあり、B は複数の主体と

協働することにより施設運営の効率化を図る一方で、賃

借者が施設の収支を負担 / 享受する特徴がある。Aと

B は類似するタイプであるが、前述のことから賃借者の

資金力に応じて使い分けることが有効であると考える。

AとB に共通する特徴として、複数主体が協力体制の

もと施設を運営することによるシナジー効果が期待でき

表 5　マネジメント体制ごとの比較

事例 A
（いくのコーライブズパーク）

B
（なごのキャンパス）

C
（霧の星）

D
（佐賣古湯キャンプ）

マネジメント体
制分類

複数主体が賃借者／運営者
となるケース

複 数 主 体 が 運 営 者となる
ケース

複数主体が個別に運営者となる
ケース

複数主体が構想から運営開始ま
で関わるケース

表 4 における
分類 ⑨ ⑧ ④ ③ ’ 

メリット

・互いの強み／弱みの補完
が可能となること

・事業者あたりの負担低減
により幅広い層の主体が
担い手となりうること

・各自のネットワークを活か
した用途や事業を展開で
きること

・ 2 者の協力による新たな事
業展開の可能性

・活用者に不足する知見を
外部の協力により補うこと
ができ、用途選択の幅が
拡大すること

・共 通のビジョンの下、各
自が主体的に動くことでス
ピード感のある意 思決 定
が可能となること

・各自のネットワークを活か
すことで事業やイベント内
容の充足が期待できるこ
と

・個別に施設を運営することで質
の向上を図ることができること

・用途に応じた管理者を募集する
ことで実現性が高まる

・廃校を分割して運営することに
よる事業者の負担低減

・用途ごとに募集することで、早
期に借り手が見つかりやすい

・構想から複数主体が関わるこ
とで早期の段階から用途選択
の幅が広がること

・ノウハウの集約により運営者の
知見の拡大を図ることができる
こと

・出資形態をとることで、単独で
は担い手となりづらい事業者の
参画が可能となること

・活用開始後も出資者とのつなが
りで事業やイベントの展開を期
待できること

注意点

・価値観の違いによる意思
決定のズレが起こる恐れ

・共にリスクテイカーとして
共通の負担を負うこと

・リスクテイカーである賃借
者と運営組織で意見が食
い違う可能性があること

・賃借者の負担が大きいこ
と

・各 事 業 者 が 個 別 で 行 動 する
ため、関係主体を跨いだシナ
ジー効果が生まれにくいこと

・事業者間の配慮が特に必要と
なること

・運営者としては単独であるた
め、負担が大きい

・廃校活用のみを事業の対象とし
ている場合は、入念な事業計
画が重要であること

主体間の連携に
よるシナジ一効果 大 大 少 大（事業計画時のみ）

マネジメント
体制の分類
（大分類）
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  また各事例における「複数主体が関与を決めたきっ

かけ」（表 6）から、複数主体の参画を促す仕組みとし

て次の 2 点が考えられる。一つ目は、「活用を検討する

主体同士の交流の機会の提供」である。今回のケース

では事業者自身の能力不足が他主体との協力を考える

きっかけとなっていた。そこで、今回のような協力体制

を組むきっかけの場として活用希望者同士の交流の機

会を提供することで主体同士のチームアップが期待でき

ると考える。もう一つは、「公募方法の工夫」が指摘で

きる。佐賀市の事例では、公募方式に対応するために

複数主体の協力体制が築かれた。このように公募の対

象とする範囲や方法を工夫することで、積極的に複数

主体の参画を促すことができる可能性がある。

5．まとめ

本研究では、廃校活用における用途複合化の要因

と、多用途を実現するマネジメント体制として複数主体

の関与が見られるタイプに着目してその体制ごとの違い

と実現方法について分析と考察を行った。結果を次に

示す。

• 用途複合化の背景には大規模な廃校の存在が挙げ

られ、広い面積を使い切るために、多用途を導入

する必要性があったことから複合化が進められた

と考える。

• 一方で大規模な廃校の活用や多用途の導入には時

間を要しており、その要因として大規模を使いこな

せる/多用途を展開できる能力を持つ担い手の不

足が考えられ、今後の担い手の発掘や新たなマネ

ジメント体制の確立などが求められる。

• 複数主体の関与が見られるマネジメント体制ではい

ずれの場合も用途数増加へ寄与する可能性が指摘

できた。一方で施設開設後の主体間協力によるシ

ナジー効果についてはタイプごとに異なることも明

らかとなった。

• 複数主体の参画を促す仕組みとして「活用を検討

する主体同士の交流の機会の提供」と「公募方法

の工夫」が指摘できた。
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表 6　複数主体が関与を決めたきっかけ

事例 関係主体 複数主体による活用を決めたきっかけ

いくのコーライブズパーク
NPO 法人 単独による廃校活用が困難であると感じたため
民間 NPOとの共同体を組むことのメリットを感じたため

なごのキャンパス

民間（活用事業者） 単独による廃校活用が困難であると感じたため
民間（運営委託） 活用事業者から協力の声かけを受けたため（委託料あり）
民間（運営委託） 活用事業者から協力の声かけを受けたため（委託料あり）
プロジェクト組織 施設のコンセプトに共感したため
商工会議所 施設のコンセプトに共感したため

佐賀古湯キャンプ
民間 JVの打診を受けたため
民間 プロポーザルに応募する際にJVを組む必要性が高まったから
民問 JVの打診を受けたため


